
（別紙様式４－２）

大項目 小　項　目
本年度の教育課
程による教育の
充実ができたか

保護者アンケートの
「子供たちは、自立や
将来の豊かな生活につ
ながる力を身につけて
いる」項目の「そう思
う」評価を６０％以上
にする。

児童生徒の教育的ニー
ズに応じた指導支援や
合理的配慮を一層進め
るとともに、教科・領
域等で身につけた力に
ついて、個別面談等で
話題にし、将来に向け
た力について共通理解
を図る。

Ｃ

個別面談等で学習の方向
性や成果等について共通
理解を図ってきた。アン
ケート回答は「そう思
う」が全体で49％で、昨
年度に比べ4ポイント上
昇した。一方、学部が上
がるにつれて評価が厳し
くなり、記述意見の中に
も「時代のニーズに合っ
た作業学習を取り入れて
ほしい」などの要望等が
あった。PDCAサイクルに
よるカリキュラム・マネ
ジメントの充実を図ると
ともに、教育内容のより
一層の工夫・改善を行っ
ていきたい。

各教科・領域の
学習内容を整理
し、児童生徒の
実態に応じた教
育課程を編成す
ることができた
か

学習内容と指導形態を
考慮して教育課程を編
成する。

「教科領域関連表」を
もとに成果と課題を明
らかにする。課題につ
いて、各学部や教育課
程検討委員会等で検討
し、児童生徒の実態に
応じた教育課程を編成
する。

Ａ

「教科領域関連表」から
各教科の指導内容や指導
形態を見直し、教育課程
を編成することができ
た。また、めざす児童生
徒像と教育課程を結びつ
けるために「児童生徒像
実現表」を作成し、更な
る、児童生徒の実態に応
じた教育課程を編成する
ことができた。

教師の授業実践
力を向上させる
ことができたか

教師アンケートの「子
供一人一人に応じて授
業内容を工夫し、分か
りやすい授業に努めて
いる」項目の「そう思
う」の評価を６０％以
上にする。

授業研究会等で、分か
りやすい授業づくりに
ついて話題にしたり、
学期末に職員アンケー
トを実施したりして、
分かりやすい授業づく
りを意識させる。

Ｂ

昨年度の27％から今年度
は51％と、分かりやすい
授業に努めている教師が
増えた。一方「あまりそ
う思わない」と感じてい
る教師も少数（4％）な
がらいる。今後、授業研
究会で、視覚的支援や板
書等について話し合い、
全職員の授業力向上を
図っていく。

学校
経営

１ 学校教育目標

　基本的人権の尊重に基づき、児童生徒一人一人に対して深い愛情と理解をもって、一人一人の児童生徒の教育的
ニーズに応じた「最適な指導支援や合理的配慮」に努め、主体的・自発的に取り組む子供の姿を実現し、「自立や
将来の豊かな生活」へと確かに発展するようにする。

２ 本年度の重点目標

（１）児童生徒の自立と将来の豊かな生活を実現
　　・毎日の学習や一つ一つの活動の意味や意義を確実に押さえて取り組む。
　　・児童生徒一人一人に応じたキャリア発達を育む教育の充実と、学校と保護者、関係機関等との積極的な
　　　連携を図りながら、進路実現を具体的に支援する。
（２）児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた指導・支援の実践
　　・ユニバーサルデザインの視点に基づいた授業の実現と、分かりやすい授業に向けて、授業の構成、板書、
　　　教材、発問の仕方等の工夫改善を図る。
　※「創立４０周年記念事業」及び「公開授業研究会」の成功
　※防災型コミュニティスクールの推進
　　・学校、家庭、地域が一体となった防災体制の構築と防災教育の実施。

教育の充実

（特別支援学校用）

評価 成果と課題

３ 自己評価総括表

（ 熊本県立球磨支援 ）学校　平成３０年度学校評価表

評　価　項　目
評価の観点 具体的目標 具体的方策



大項目 小　項　目
ホームページの内容の
充実を図り、累積アク
セス数を15,000件以上
にする。

各行事や学習活動の風
景、地域支援や進路等
に関する情報や校長だ
より等の記事を月４回
以上更新する。

Ａ

月平均4.4回記事更新を
行い、教育活動の様子や
行事・取組を発信した。
累積ｱｸｾｽ数17,731（2月
13日現在）。見やすく、
わかりやすいホームペー
ジの構成、時宜を得た更
新等に引き続き努めてい
きたい。

土曜日開催の授業参観
を実施し、参加率を７
割以上にする。

総務部と保健体育部、
ＰＴＡ執行部が連携し
て土曜開催の授業参観
日の行事を計画する。

Ｂ

7月7日（土）に土曜授業
参観日を設けた。授業参
観、講話「災害に強い学
校づくりについて」、生
活指導部からのお知らせ
（いじめの未然防止に向
けた取組について）、学
部・学級懇談、引き渡し
訓練を行った。参加率は
66.3%で、昨年度より9ポ
イント上昇した。より多
くの保護者に参加・満足
いただけるよう、内容や
時間等を工夫・検討しな
がら、次年度も開催した
い。

働きやすい
職場環境づ
くり

風通しが良く、
自由にものが言
える、良い雰囲
気の学校づくり
ができたか

教職員の安全確保と健
康の保持増進を図ると
ともに、教育活動に専
念できる適切な労働環
境を形成することによ
り、月45時間以上超過
勤務者の延べ数を昨年
度の９割以下にする。

労働安全衛生委員会で
労働環境の実態を把握
し、具体的な対応策を
提案していく。
また、産業医による面
接指導体制の周知徹底
を図る。
さらに、会議・研修の
開催頻度・時期・内容
を随時見直し、効率的
に開催できるようにす
る。

Ｃ

労働安全衛生委員会で教
職員の勤務時間の実態や
職場環境の整備について
定期的に情報交換及び検
討を行った。新たな取組
として、毎週水曜日の定
時退勤の呼びかけに加え
て月1回午後6時に完全施
錠を行う日を設けた。ま
た、健康増進とストレス
解消を図るため「職員レ
クリエーション」を計画
し、希望者の参加を呼び
かけた。
月45時間以上超過勤務者
の延べ数は、 1月末現在
で72人であり、昨年度の
年間延べ数を上回ってい
る。次年度の諸会議・研
修について計画的・効率
的に開催できるよう、年
間行事予定に組み込んで
いくこととする。

成果と課題
評　価　項　目

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価

積極的な情
報発信

本校教育の今を
情報発信するこ
とができたか



大項目 小　項　目
自立活動「課題設定の
流れ」の様式を用いて
一人一人の課題を整理
し、根拠に基づく実践
を行う。

全体研で演習を行い、
様式に関して共通理解
を図る。
年２回、校内での研究
授業及び授業研究会を
実施し、実践について
協議を行い、授業の工
夫改善を行う。

Ｃ

「課題設定の流れ」を作
成し、全児童生徒の実態
把握及び課題整理を行い
授業実践に生かすことが
できた。一方、授業研究
会等でその実践が「課題
設定の流れ」の根拠に基
づいているかを検証する
ことができなかった。今
後、授業研究会を行い、
実践の充実を図っていき
たい。

自立活動に関する公開
授業研究会を実施し、
成果と課題を整理す
る。

公開授業研究会を計
画・実施し、実践に対
しての指導助言をいた
だくとともに、実践に
関して他校からの参加
者との共有を図る。

Ｂ

本校の実践に対しての御
意見や御助言をいただき
自立活動の基本や様々な
実践例などを共有するこ
とができた。一方で、将
来（society5.0）を見据
えた自立活動のあり方や
他の学習活動との関連な
ど、新たな課題が明らか
になった。今後も自立活
動の充実を図り、心身の
調和的な発達を促してい
きたい。

キャリア教
育の充実

児童生徒の学び
と将来とのつな
がりを意識した
授業づくりがで
きたか

キャリア教育の視点か
ら学習内容を見直す。

１学期にキャリア教育
研修会を実施し、各教
科等の指導とキャリア
教育の視点との関連性
の共有を図る。追指導
や現場実習からの課題
をキャリア教育の視点
から整理し、授業づく
りの資料として提供す
る。

Ｂ

７月に実施したキャリア
教育の研修では、各教科
等の指導とキャリア教育
の関連性を共有する演習
を実施し82％が役に立っ
たとの回答だった。
また、追指導や現場実習
からの課題を整理し提供
したが、小中学部にも活
かせるように工夫してい
きたい。

進路支援の
充実

一人一人の児童
生徒に応じた進
路指導ができた
か

中学部３年生７人、高
等部３年生１６人の進
路実現を図る。

進路相談等を通して個
別のニーズを把握し、
必要な進路情報を提供
する。また、高等部現
場実習後に、事業所と
評価会を実施し、客観
的な評価をもとに進路
支援を行っていく。

Ｂ

現場実習後に保護者、生
徒同席で事業所との評価
会を実施した。実習後、
客観的な評価や必要な力
を意識した目標設定につ
ながり進路決定に活かす
ことができた。現在高等
部15人の進路が決定して
いる。

評　価　項　目
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題

キャ
リア
教育

授業
の

充実

自立活動につい
ての事例検討を
行い、授業実践
の充実を図るこ
とができたか

児童生徒一
人一人が
「気づく」
「分かる」
「できる」
を目指す



大項目 小　項　目
児童生徒の交通ルール
やマナー等の実際的な
学習を充実させる。

横断歩道の渡り方や車
の往来に対する注意の
仕方等、イラストカー
ドを使用しながら学級
内で事前に指導を行
う。校外学習の際に学
習を振り返りながら現
地指導を行う。

Ａ

全校朝会や学部集会等で
定期的に指導を行った。
交通事故に遭う児童生徒
はいなかった。校外に出
るときには交通ルールや
マナー等について現地指
導を行うことができた。
信号待ちの際の左右確認
を、より確実にできるよ
うにしていきたい。

自転車通学生がより安
全に通学できるように
する。

通学経路を職員が直接
確認するとともに、本
校「自転車通学心得」
に基づき、自転車安全
利用五則についての徹
底指導や自転車点検を
定期的に実施する。

Ｂ

自転車通学生全員に対し
て安全指導や点検を実施
することができた。自転
車点検に不備があった際
の対応について、「自転
車通学心得」に現在明記
されていないため、検討
していきたい。

規範意識の
高揚

児童生徒が決ま
りを守る生活を
送ることができ
たか

児童生徒の規範意識の
向上を図り、卒業後の
豊かな生活へ向けての
基本的なマナーやルー
ルを身につけることが
できるようにする。

各学級、学部等におい
て、児童生徒の実態に
応じた指導を日々徹底
するとともに、学部間
の系統性のある指導を
行う。 Ｂ

ルールやマナー等を守れ
ていない場合は、その都
度、自身の生活や決まり
について振り返るよう指
導を行った。指導内容を
実生活に生かせるよう配
慮し、より実りあるもの
にしたい。学部間での系
統的な指導のあり方に課
題が残った。

人権教育の推進
はできたか

人権教育の専門性を高
める取組を行い、各学
部の実態に合った人権
教育を実施する。

各学部で十分に協議を
行った上で、人権教育
を実施する。
また、学部研や人権推
進委員会において、各
学部の取組について反
省・協議し、工夫改善
につなげる。

Ａ

各学部の実態に応じて人
権教育を実施し、成果と
課題をについて人権推進
委員会で協議することが
できた。今後、学校全体
で人権教育に取り組む体
制を作ることが課題であ
る。

職員のニーズに
合った研修が実
施できたか

職員の人権感覚を高
め、実践に生かせる研
修を行う。

職員のニーズについて
情報収集し、ニーズに
適した校内研修を実施
する。
また、人権フォーラム
等への積極的な参加を
呼びかけ、復講を行
う。

Ｂ

校内研修の事後アンケー
トで「参考になった」等
の意見が多くあがった。
校外の研修には可能な限
り参加したが、復講する
時間の確保が課題であ
る。

成果と課題

人権
教育
の

推進

評　価　項　目
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価

人権教育

生徒
(生
活)
指導

交通安全の
指導と教育
の充実

交通安全指導と
教育の充実を図
ることができた
か



大項目 小　項　目
命を大切に
する心を育
む指導

自他の命を大切
にする心や人権
を尊重する態度
を育むことがで
きたか

保護者アンケートの
「子供は、学校に行く
ことを楽しみにしてい
て、生き生きと活動し
ている」項目の「そう
思う」評価を７０％以
上にする。

発達段階に応じて、人
権問題に関する学習を
行いながら互いを認め
合う授業を展開する。
また、学校と家庭が連
携し、児童生徒の自尊
感情が高まるよう、励
ましや声かけを行って
いく。

Ｃ

「そう思う」の全体評価
が54％で学部が上がるご
とに評価が低くなってい
るが、中学部では昨年度
の36％から64％と飛躍的
に評価が上がっている。
高等部では、地域の中学
校から入学してくる生徒
が多く、新たな人間関係
に悩む生徒もいるため、
授業の中で、自己や他者
への理解を深める学習を
行った。また、多良木町
の人権標語作品展に多数
応募し、入賞した。今後
も自尊感情が高まる授業
や言葉掛け等を行いなが
ら、児童生徒の指導に取
り組んでいく。

いじめの未然防
止に向けて取り
組むことができ
たか

いじめの未然防止に向
けて児童生徒の様子観
察や面談等を行う。

いじめに関する「心の
アンケート」を基に、
問題となりうる事案を
担任間で共有するとと
もに、組織で対応でき
るようにする。また、
児童生徒が自分から相
談できるような雰囲気
を学級内に醸成すると
ともに、気持ち等を発
信できるよう指導す
る。

Ａ

心のアンケートの回答内
容を基に、各担任等で児
童生徒に聞き取りを行
い、状況把握をし、対応
している。今後も児童生
徒の言動に注意し、全職
員でいじめの未然防止・
早期対応に向けた意識を
高めていきたい。

いじめの早期発
見を行うことが
できたか

教職員がアンテナを高
くして児童生徒の変化
や行動の背景にあるも
のに気づき、いじめを
見逃さず早期に発見す
る。

「心のアンケート」を
各学期行い、教育相談
体制を充実させるとと
もに、携帯電話及びス
マートフォン等のルー
ルの周知や家庭との連
携を進める。

Ａ

教職員アンケートにおい
て、「いじめ防止や早期
発見のための情報収集等
を適切に行っている」と
いう設問で「そう思う」
「ほぼそう思う」の回答
割合が98％であった。家
庭への情報発信をより充
実させていきたい。
なお、新しい取組として
家庭に対し携帯電話等に
関するアンケートを実施
した。今後の指導・啓発
等のあり方の検討に活用
していきたい。

心の通じ合
うコミ
ュニケー
ション

心の通じ合うコ
ミュニケーショ
ンを育むことが
できたか

授業や行事に主体的に
参加し、また一人一人
が活躍できるような授
業づくりや集団づくり
をする。

児童生徒との信頼関係
を大切にし、職員と児
童生徒だけではなく、
児童生徒がお互いに心
の通じるコミュニケー
ションをとれるような
取組を学ぶため、職員
研修の機会を設ける。

Ｂ

児童生徒理解研修を実施
し、人権を意識したかか
わりや授業づくりについ
て、協議することができ
た。集団づくりの具体的
な内容を十分に協議する
ことが難しかったため、
今後の課題である。

評　価　項　目
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題

いじ
めの
防止
等

いじめの未
然防止と早
期発見



大項目 小　項　目
地域の幼・保・こども
園、小・中・高等学校
等へ本校の役割を積極
的に発信し、教育的支
援の充実、継続、つな
ぎを行う。

年度当初に、相談等の
案内リーフレットを作
成して関係機関や来校
者等に配布する。小・
中・高等学校等から依
頼のあった相談に迅速
かつ丁寧に対応し、相
談後にアンケートを実
施して、支援の充実と
継続を図る。 Ａ

案内リーフレットの作成
と配布により、昨年度ま
で相談がなかった幼稚園
や保育所からの依頼が複
数あり、対応することが
できた。
相談後のアンケート実施
により、アフターフォ
ローを行うことができ、
支援の充実と継続につな
がった。
巡回相談依頼件数は年を
追うごとに急増してお
り、迅速かつ丁寧な対応
を続けるための本校の相
談対応体制の検討が課題
である。

本校職員と地域の教職
員の専門性の向上を図
る。併せて特別支援教
育の理解・啓発の推進
と積極的な情報発信を
行う。

本校や地域の教職員の
ニーズに応じた研修会
等を複数企画し、開催
する。地域での研修会
等に参加して、情報の
発信と収集を積極的に
行う。

Ａ

夏季休業中に外部専門家
活用事業を活用した研修
を開催し、外部から57人
の参加があり大変好評で
あった。今年度は校内で
も本校職員に向けて、発
達検査の概要と分析に関
する自主研修会を企画、
開催することができた。
今後も本校職員並びに地
域の教職員の専門性の向
上のための情報発信等を
積極的に行っていきた
い。

交流及び共
同学習の充
実

各学部において
地域との交流及
び共同学習の充
実が図れたか

学校間交流において、
相手校の児童生徒と対
等な関係で交流できる
ようにする。

交流及び共同学習推進
会議において、交流に
おいて大切にしたい視
点を示し、各学校にお
ける事前学習を充実さ
せる。また、交流当日
はお互いに適切なかか
わり合いができるよう
指導・支援を行う。

Ａ

交流及び共同学習推進会
議で全ての学校に、教師
の言動の影響力と事前事
後学習の重要性について
周知できた。また、各学
部において、交流の際に
昨年度よりも自然なかか
わり合いが見られた。障
がいの有無に関わらない
「対等なかかわり」を目
指し、事前打ち合わせの
更なる充実を図りたい。

具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題

特別支援教育の
拠点として地域
に向けて積極的
な発信と取組の
充実を図ること
ができたか

地域
支援

評　価　項　目
評価の観点

センター的
機能の充実



大項目 小　項　目
アレルギー対応
の体制整備が図
れたか

学校生活管理指導表の
提出徹底と全職員がア
レルギー症状（運動誘
発食物依存性アナフィ
ラキシー含む）発生時
に適切な対応ができる
ようにする。

保護者にほけんだより
でアレルギーに関する
正確な情報を提供し、
学校生活管理指導表の
提出を徹底する。
また、職員対象のより
実践的なアレルギー対
応講習を実施する。

Ａ

「ほけんだより」でアレ
ルギーに関する情報提供
を行い、学校生活管理指
導表の提出を徹底した。
職員研修では、緊急時の
役割分担を意識した、よ
り実践的な講習を実施し
た。現在、アレルギー対
応マニュアルの改訂に向
けて検討中である。

性に関する指導
の充実が図れた
か

児童生徒の実態、生活
年齢及び発達段階を十
分に考慮した性に関す
る指導資料等を作成す
る。

昨年度実施した保護者
アンケートの結果をも
とに、定期的に行う性
教育推進委員会の中で
検討し、妥当性のある
指導資料を作成する。
また、授業内容をまと
めた実践発表による職
員研修を実施する。

Ａ

性教育に関する職員研修
会を実施し、各学部の実
践報告及び平成29年度保
護者アンケートの結果報
告並びに質問項目の検討
を行った。
推進委員会で再検討の後
平成30年度の保護者アン
ケートを実施し、集計後
資料にまとめた。
職員に報告を行い、次年
度の年間計画への活用に
資する。

学校安全の
充実

安全管理、生活
安全に関する取
組の充実による
安全安心な学校
づくりができた
か

毎月の安全点検及び緊
急時の対応について、
適切に実践できるよう
にする。
また、ヒヤリハット報
告を年間１００件に
し、報告が上がった事
例の周知徹底を図る。

安全点検は点検後、管
理職及び事務部への報
告、相談を速やかに行
い、改善を図る。また
緊急時の対応は、関係
機関（警察・消防）と
連携して研修を開催す
るとともに、避難訓練
の実施後に既存のマ
ニュアルの検討を行い
改善を図る。また、ヒ
ヤリハット報告をすべ
き事例が起きた際に職
員が報告ができるよう
に体制を整え、報告が
上がった際は、職員へ
の周知を迅速かつ確実
に行う。

Ｂ

安全点検のデータベース
化を行い、点検後は一覧
表にして事務部・管理職
への報告を行い、改善を
図った。関係機関と連携
して研修や避難訓練を実
施し、既存のマニュアル
の協議、検討を行ってお
り、今年度中に完成させ
る予定。ヒヤリハット報
告は75件である（2月7日
現在）。ヒヤリハット事
案が起こった際は朝会で
詳細を報告し、職員への
注意喚起並びに意識の向
上を図った。

評　価　項　目
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題

学校保健の
充実

保健
安全
管理



大項目 小　項　目
近隣地域住民を対象と
した一次避難場所の開
放及び本校児童生徒を
対象とした子ども福祉
避難所の設置に関する
協定の締結を目指す。

年５回開催する学校運
営協議会において、子
ども福祉避難所開設時
における役割分担等、
災害発生時を想定した
防災マニュアルを策定
し、保護者や地域との
連携・協力体制を整備
する。

Ｂ

多良木町と、福祉子ども
避難所としての協定締結
に向けた検討を重ね、平
成３１年２月を目処に町
との協定締結に向けた準
備をしている。避難所開
設マニュアル等の作成に
ついては、町との協議を
引き続き行っていく。

災害発生時に必要とな
る備蓄品等の確保（準
備）及び管理を適切に
行う。

既存の水、食糧、ガス
コンロ、衛生用品、情
報収集に必要な道具等
の防災関連用品を整理
し、使用期限等を確認
して適切に保管する。
また、消費期限等の近
い食糧は新たな物と交
換し、不足のないよう
にする。

Ａ

定期的な備蓄品等の確
認、管理を適切に行っ
た。また、祭でのPTAバ
ザーでの備蓄カレーの販
売及びその売上金で新た
な食糧購入というサイク
ルが定着してきた。児童
生徒の備蓄リュックの準
備率も高まり、適切に管
理、食糧の交換等を行う
ことができた。

防災教育の
充実

自ら命を守る防
災教育の推進が
できたか

児童生徒が自らの命を
守るため、主体的に行
動する態度を育成す
る。

より実践的な月１回の
初期対応訓練（火災・
地震・弾道ミサイル）
及び年３回の関係機関
を招いた防災訓練を実
施する。また、昨年度
末に整理した「防災教
育における育成したい
力」の見直しを随時行
い、教師が日常的に防
災教育についての視点
をもつ。

Ａ

実践的な訓練の実施によ
り、児童生徒の避難行動
の定着、職員の迅速な誘
導、人員報告等が見られ
るようになった。また、
職員の防災意識の向上を
図ることができた。

成果と課題
評　価　項　目

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価

防災型コ
ミュニテ
ィ・スクー
ルの確立

防災型コミュニ
ティ・スクール
として、保護者
や地域の方々と
連携し、本校の
役割を明確に示
すことができた
か

地域
連携
(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽ
ｸｰﾙな
ど)



４ 学校関係者評価

・  いじめの未然防止・早期発見に係る取組の中に、特にこれからは児童虐待防止の視点が必要と考える。児童生
　徒に「相談・発信する力」「助けを求める力」をつけるとともに、子供自身が発信することが難しいことを踏ま
　え、周りが気づくことが重要である。
・  特別支援教育のセンター的役割として、教職員対象に各種研修を開催されているが、参加のない学校もあるの
  ではないか。各校から参加があるとよい。また、巡回相談の件数も増えているということである。保育園や就学
  前の教育相談について、療育機関とも連携して取り組んでほしい。
・  現場実習等における課題を抽出して整理するということであるが、活用とともに、関係機関へ公開していただ
　けると参考になる。
・  家庭への連絡・発信について、学校としては発信しているつもりでも保護者には十分に伝わっていないという
　のは、校種を問わず共通した課題である。
・  「働き方改革」について、タイムレコーダーの導入で職員の勤務実態がより把握できたと見るべきである。教
　員の仕事は、教材づくりなどきりがないところもある。勤務時間の縮減だけを目標にしても、持ち帰り残業が増
　えることが懸念される。行事や業務の精選を併せて検討する必要がある。
・  アンケートの項目「保護者との連携」で職員の評価が低いが、保護者の評価を見るとしっかりやっていると言
  ってよいのではないか。
・  保護者アンケート（記述）にある「時代のニーズに合った作業学習」とはどういうことか。
　    →卒業後の就労における職種が、生産主体からサービスの提供へとシフトしつつある。次年度の教育課程に
        反映させる予定である。

５ 総合評価

　本年度の重点目標（１）児童生徒の自立と将来の豊かな生活を実現、（２）児童生徒一人一人の教育的ニーズに
応じた指導・支援の実践 を達成させるため、全職員が校長が掲げる教育方針を理解し、協同による取組を重視し
たことから、目標は概ね達成できた。このことは、本年度の保護者アンケート「子供は、学校に行くことを楽しみ
にしていて、生き生きと活動している」の回答｢そう思う｣５４％（前年度より２ポイントアップ）、「子供たち
は、自立や将来の豊かな生活につながる力を身につけている」の回答「そう思う」４９％（前年度より４ポイント
アップ）という結果からも見て取れる。なお、重点目標等に関する評価は、次のとおりである。

　毎日の学習や一つ一つの活動の意味や意義を確実に押さえて取り組むことについては、昨年度作成した「教科領
域関連表」を基に各教科の指導内容や指導形態を検討し、教育課程の編成に生かすことができた。また、目指す児
童生徒像を実現するための教育課程の在り方を検討し、各学部において育てたい力を明確にするとともに、小学
部･中学部･高等部の系統性を意識して教育課程を編成することができた。

　生徒の進路実現については、生徒の卒業後の生活の場や進路希望が広域化・多様化している現状も踏まえ、新規
の職場を他地域（八代・水俣等）１２か所、管内１９か所開拓した。現在、高等部生徒１６人のうち、本人と保護
者が納得した上での一般就労５人、福祉就労８人、進学２人の進路が決定している。未定１人についても、関係機
関との調整も行いながら進路実現を目指しているところであり、生徒一人一人の希望に応じた進路決定ができたと
言える。

　分かりやすい授業、面白い授業、ユニバーサルデザインの視点に基づいた授業の実践は、県内各地で開催された
１３の研修会に延べ５８人の教員が参加して情報を収集し、本校の実践に活かすことができた。また、１２月には
本校において公開授業研究会を開催し、児童生徒一人一人の「気づく」｢分かる｣「できる」を目指した自立活動の
工夫と充実について協議を深めた。本校の研究及び授業実践について発信するとともに、グループワークや指導助
言から多くの示唆を得ることができた。また、知的障がい教育校において「自立活動」の研究に取り組み、実践を
行っていることに、高い評価をいただいた。なお、今年度の取組を『実践集』として記録に残すこととしている。

　創立４０周年記念事業について、１０月２５日に記念式典及び「わははコンサート」と題する児童生徒の発表と
プロの演奏家集団による参加型ステージを開催した。多くの来賓・保護者に参加いただき、保護者アンケートでも
「『くましえん運動会』『くましえん祭』『創立４０周年記念行事』では、子供たちは生き生きとして、精一杯取
り組んでいた」の回答「そう思う」９４％に満足感が表れていると考える。

　防災型コミュニティスクールの推進については、各関係機関の協力のもと学校運営協議会を３回開催し、災害発
生時における学校施設の福祉子ども避難所利用に関する協定書作成に向けて協議を行った。多良木町との協定書締
結、避難所設置運営に関するマニュアル作成等に向け、引き続き関係機関と協議を行っていく。また、土曜授業参
観時の講話「災害に強い学校づくり」と引き渡し訓練、月１回の初期対応訓練、年３回の消防署員を招いての避難
訓練を実施し、児童生徒･教職員の防災意識を高めることができた。

　本年度、学校評価の評価の観点を２８項目設定した。結果は、Ｄ評価(不十分である)はなく、Ａ評価(十分達成
できている)が１３項目、Ｂ評価(概ね達成できている)が１１項目、Ｃ評価(やや不十分である)が４項目であっ
た。Ａ・Ｂ評価については、次年度も改善を加えながら、よりよい方向を目指す。Ｃ評価４項目について、教師の
授業実践力の向上、命を大切にする心を育む指導の充実について再度見直しを行い、教職員の共通理解のもと実践
する必要がある。また、児童生徒が元気であるためには、まず教職員が健康で、仕事と生活の充実を実現すること
が不可欠である。「働き方改革」の実現に向けて、業務改革･意識改革に一層取り組んでいく必要がある。



　児童生徒の自立と将来の豊かな生活の実現のため、教師の授業力の更なる向上が必要である。教師が児童生徒一
人一人の発達段階や教育的ニーズに応じた教材教具の工夫、一斉指導場面での授業の進め方及び多様な学びを促進
する授業づくりに取り組んでいく。また、公開授業研究会等を通して明らかになった成果と課題を踏まえ、自立活
動における課題設定の流れについて整理し、工夫･改善を図っていくとともに、具体的な指導の在り方について実
践的な研究を深め、本校教育の一層の充実と専門性の向上を図る。

　進路指導について、実習・就労先の開拓、生徒の能力･適性、社会の動き等を踏まえた教育課程の工夫･改善に引
き続き取り組み、一人一人の進路希望実現を目指す。また、卒業生への指導や現場実習からの課題を整理し、小･
中学部における指導にも活用できるようにしていく。

　命を大切にする心を育む指導については、いじめ防止対策に加え児童虐待防止の視点をもって、日々の授業や活
動等を通して児童生徒の発信力、相談力が身に付くよう取り組む。また、自分の気持ちを言葉で伝えることが難し
い児童生徒も多いことから、教職員による様子観察等により一層気を配り、サインを見逃さないようにする。さら
に、学校における取組を保護者に伝える工夫をしていく。

　地域における特別支援教育のセンター的役割は十分に果たしているが、巡回相談の件数の増加が示すとおり本校
に対するニーズも高まっており、就学前から高等学校まで多岐にわたる相談を受けている。こうした現状に鑑み
て、地域の教職員等を対象とした研修内容の工夫や、地域特別支援連携協議会及び実務担当者会の更なる充実を図
る。併せて、本校職員の相談員としての専門性の向上を引き続き図っていく。

　働き方改革について、教育活動の質及び安心･安全な教育環境の確保に配慮しつつ、業務の改善･効率化に係る工
夫を行うとともに、保護者や地域の理解も得ながら、教職員の勤務時間の縮減に向けた取組を推進する。併せて、
心身の健康に留意してメリハリのある働き方をすることの重要性について教職員の意識を高め、仕事と生活の充実
に向けた取組を促していく。

６ 次年度への課題・改善方策


